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研究成果の概要（和文）：特別支援教育支援員配置によるインクルーシブ教育推進成果評価尺度；Inclusive 
Education Support Assessment Tool (以下、IE-SAT)は、インクルーシブ教育の観点に基づいて、支援員配置に
よる校内支援体制の成果を測定する尺度である。IE-SATの質問項目は、「連携」「学習支援」「生活支援」の3
領域10項目から構成されている。これら10項目について評価者が1～5で段階的に評価し、点数化することで支援
員配置による校内支援体制の成果を評価する。本研究において、内的整合性(Crohnbachのα)と構成概念妥当性
が確認された。

研究成果の概要（英文）：IE-SAT is the tool to measure the performance of support system for children
 with disabilities within a school including special needs education supporters based on the concept
 of inclusive education. IE-SAT consists of three domains and 10 items including network, supports 
for learning and supports for living. Evaluators can give the scores between one and five for 10 
items and quantitatively measure the performance of special needs education supporters in the 
supportive system of schools for students with disabilities. In this study,  Internal consistency 
(Crohnbach'α) and Construct validity are comfirmed.

研究分野：特別支援教育
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研究成果の学術的意義や社会的意義
特別支援教育支援員は学校教育法上の規定がなく、地方の一般財源である地方交付税の積算に含まれることか
ら、支援員の配置・活用は都道府県・市町村の各自治体の裁量に委ねられている。本研究結果から、支援員1人
当たりの幼児・児童・生徒数は、幼稚園47.6人、小学校161.1人、中学校469.8人、高等学校5241.3人であり、支
援員をインクルーシブ教育の担い手と期待するのは到底無理なことであると考えられた。給与については、市町
村平均では、時給977円、日給5855円、月給131481円であり、一般労働市場においては極めて厳しい待遇で、よ
い人材を集めるには到底不可能な冷遇であることが証明された。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

 

特別支援教育支援員に関しては学校教育法上の規定がなく、地方の一般財源である地方交付

税の積算に含まれることから、支援員の配置・活用は都道府県・市町村の各自治体の裁量に委

ねられている。そのため、自治体によっては他の事業に予算流用されていることもあった。 

国から財政措置された予算を活用できない背景には、各自治体の議会で配置効果をきちんと

説明できていない可能性が議会議事録等からも伺えた。そもそも国の財政措置も非常に少ない

レベルにある。2014年度の全国の公立学校数は、幼稚園 4,714校、小学校 20,558校、中学校

9,707校、高等学校 3,628校の計 38,607校（文部科学省, 2014）であり、1校あたりの平均配

置人数は 1.29名に過ぎない。 

予算が少ないとは言いつつも、支援員を配置するために毎年 500億円以上の地方財政措置が

されているにもかかわらず、科学的な効果検証はこれまで国レベルどころか研究者レベルにお

いても何らされていない。これは支援員を配置したことによる教育効果を測定する尺度が未だ

開発されていないことに起因すると考えられた。 
 
２．研究の目的 
 

本研究では、学校現場で容易に評価が可能な「特別支援教育支援員配置によるインクルーシ

ブ教育推進成果評価尺度(Inclusive Education Support Assessment Tool；IE-SAT)」を研究代

表者が開発したので、その信頼性と妥当性の検証をすることを最大の目的とした。 

第 2年度以降には、①支援員の配置効果の評価法、②効果を示すエビデンス、③支援員配置

基準、④採用時における支援員の専門性基準、⑤採用後の研修内容、⑥IE-SAT に対するニー

ズなどの実態を全国調査から明らかにすることを目的とし、あわせて IE-SAT標準化のための

協力自治体を募集した。最終年度は全国の協力自治体が集まった場合は IE-SATを標準化する

ことを想定しつつ、検証に必要なサンプル数が集まらない場合に備えて、IE-SAT の普及活動

を図ることとした。 

 
３．研究の方法 
 
研究初年度の平成 28 年度は、沖縄県内の幼稚園、小学校、中学校、高等学校の特別支援教

育支援員、および特別支援教育コーディネーターに対し、IE-SAT を含む質問紙調査を郵送法

により実施した。申請段階においては、幼稚園、小学校、中学校については、人口規模やへき

地等級にも配慮し沖縄県教育委員会と相談のうえ 10 市町村程度を抽出する予定であったが、

沖縄県内のすべての幼稚園、小学校、中学校、高等学校に拡大して悉皆調査することができた。

データから信頼性と妥当性の検証を行う。信頼性はクロンバックのα係数を用い、IE-SAT に

含まれる項目の内的整合性等を検証する。妥当性は重回帰分析や確証的因子分析、パス解析等

の機能を併せ持つ構造方程式モデリングを使用し、構成概念妥当性等を検証した。 

平成 29 年度は全国での実態調査を郵送法により実施し、あわせて標準化への協力自治体を

募集した。実態調査の対象は市町村教育委員会が設置されている全国 1718市町村（平成 29年

5月 1日現在：教育行政調査）から 10%無作為抽出を行い、172市町村とした。都道府県教育

委員会については全数の 47 都道府県とした。市町村教育委員会については幼稚園、小学校、

中学校の支援員配置事業担当者を、都道府県教育委員会については高等学校の支援員配置事業

担当者を対象とした。 

調査内容（調査項目）としては、①教育委員会が管轄する学校について（学校種別ごとの学



校数、幼児・児童・生徒数、特別な支援を必要とする幼児・児童・生徒数、診断を受けた幼児・

児童・生徒数、特別支援教育支援員の人数）、②特別支援教育支援員の採用について（条件、待

遇、必要人数の確保状況）、③特別支援教育支援員の専門性向上について（研修、手引き、マニ

ュアルの作成などの状況）、④特別支援教育支援員の配置効果について（主観的評価、客観的評

価の状況、IE-SATの科学的検証への参加希望）、⑤特別支援教育支援員の制度等に関する要望

について（自由記述）、とした。 

研修最終年度である平成 30年度は、平成 29年度（平成 30年 2~3月）に実施した全国教育

委員会調査の結果のとりまとめを先行して行った。年度末にかけての調査となったため、回答

が年度を超えて断続的に寄せられてきたためである。 
 
４．研究成果 
 

（１）「特別支援教育支援員配置によるインクルーシブ教育推進成果評価尺度(IE-SAT)」の信

頼性と妥当性の検証 

沖縄県内のすべての幼稚園 108校、小学校 254校、中学校 59校、高等学校 19校（全日制

課程 14校、定時制課程 5校）の計 440校を対象に実施した。信頼性の検証にあたっては、全

10項目でのCronbach’s αは 0.740となり、一定程度の内的一貫性を有するものと考えられた。

構成概念妥当性の検証にあたっては、特別支援教育コーディネーター対象のデータのモデル適

合度は、CFI=0.958, GFI=0.945, REMSA=0.063となり、共分散構造分析により有効なモデル

として検証された。このことから、IE-SAT は、特別支援教育コーディネーターを対象に、支

援配置による教育推進成果として評価する尺度として有効であると考えられた。 

（２）特別支援教育支援員の全国実態調査 

全国教育委員会調査は、都道府県と市町村の 2種類の調査とした。都道府県教育委員会につ

いては、計画通り全数の 47 都道府県で実施し、19 都道府県から回答が寄せられて回収率は

40.4%であった。市町村教育委員会については、全国 1819市町村（平成 25年 5月 1日現在：

教育行政調査）の 5-10％を予定していたが、市町村合併等により市町村数が減ったため、抽出

率は計画時の最大値である 10%を採用でき、172市町村となった。54市町村から回答が寄せら

れて回収率は 31.4%であった。 

特別支援教育支援員の配置数について、幼稚園、小学校、中学校については市町村調査から、

高等学校については都道府県調査から分析した。支援員 1人当たりの幼児・児童・生徒数につ

いては、幼稚園 47.6人、小学校 161.1人、中学校 469.8人、高等学校 5241.3人であった。高

等学校については、19 都道府県のうち 4 都道府県は支援員が 0 人であった。学校 1 校当たり

の支援員数は、幼稚園 0.89人、小学校 2.07人、中学校 1.01人、高等学校 0.09人であった。

これらの結果から、そもそもの支援員の絶対数が少なく、高等学校では皆無に近い。支援員を

インクルーシブ教育の担い手と期待するのは到底無理なことであると考えられた。 

特別支援教育支援員の待遇について、平均賃金（税込）を紹介する。時給制、日給制、月給

制の 3種類の賃金体系がみられた。都道府県教育委員会では、時給 1127円、日給 7840円、月

給 141233円であった。市町村教育委員会では、時給 977円、日給 5855円、月給 131481円

であった。いずれの賃金体系でも、市町村より都道府県の方が上回ったが、年収計算にすると

200 万円には到底満たない金額であり、一般労働市場においては極めて厳しい待遇であること

が判明した。通勤手当を支給している割合は、都道府県で 85.7％、市町村で 69.8％だったが、

住宅手当はいずれも 0％であった。よい人材を集めるには到底不可能な冷遇と言っていいだろ

う。 



その他の調査内容（調査項目）としては、①教育委員会が管轄する学校について（学校種別

ごとの学校数、幼児・児童・生徒数、特別な支援を必要とする幼児・児童・生徒数、診断を受

けた幼児・児童・生徒数、特別支援教育支援員の人数）、②特別支援教育支援員の採用について

（条件、待遇、必要人数の確保状況）、③特別支援教育支援員の専門性向上について（研修、手

引き、マニュアルの作成などの状況）、④特別支援教育支援員の配置効果について（主観的評価、

客観的評価の状況、IE-SATの科学的検証への参加希望）、⑤特別支援教育支援員の制度等に関

する要望について（自由記述）であった。 

「特別支援教育支援員配置によるインクルーシブ教育推進成果評価尺度 (Inclusive 

Education Support Assessment Tool；IE-SAT)」の標準化への協力について、「ぜひ協力した

い」と回答した教育委員会は、2都道府県と 3市町村あったが、いずれもほとんど支援員を採

用していない自治体であり、全５自治体に依頼して全数調査が可能だったとしても標準化に必

要なサンプル数に全く及ばなかった。そのため、本研究課題での標準化作業は見送らざるを得

なかった。そのため、最終年度は教育委員会などの行政関係者や教育専門家が集まる学術集会

や各種研修などにおいて一層の啓蒙活動を行い、IE-SAT の紹介を積極的に行った。次期課題

の展開につなげていくこととしたい。 

なお、本報告書は科研費データベースにおいて広く公開されるため、IE-SAT も以下に掲載

して誰もが自由に使用できるようにし、普及に寄与するものとする。 

 

 

 

 

 
 

Inclusive Education Support Assessment Tool (IE-SAT) 
支援員配置によるインクルーシブ教育推進成果評価尺度 

① 以下の Q1～Q10の各項目について、5点満点で評価し、最もふさわしいと思われる番号（1～5）をひとつだけ○
で囲んでください。 
評価基準 5；よくあてはまる、4；少しあてはまる、3；どちらともいえない、2；あまりあてはまらない、1；ま
ったくあてはまらない 

② 10問の全ての項目を評価してください。 
③ 領域ごとの点数を算出し、合計点数を算出してください。採点方法については下記のとおりです。 

 合計点数（➊＋➋＋➌）
×2 /100 

 

➊連携 連携とは、面談や電話等での連絡・調整のこと 

Q1 支援員と保護者との連携が行われていますか 5 4 3 2 1 

Q2 支援員と学級担任及び教科担当教員との連携が行われていますか 5 4 3 2 1 

Q3 
支援員と特別支援教育コーディネーター及び養護教諭との連携が行われ

ていますか 
5 4 3 2 1 

Q4 
支援員は校内支援会議又は同等な機能を持った委員会に参画しています

か 
5 4 3 2 1 

 
➊「連携」合計点数 

         

/20 
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➋学習支援 

Q5 
支援員により、個人学習活動支援が促進されていますか 

個人学習活動支援とは、理解促進やノートの代筆など子どもへの直接的な学習への
支援のこと 

5 4 3 2 1 

Q6 
支援員により、集団学習活動支援が促進されていますか 

集団学習活動支援とは、授業中の発表や話し合い等の活動における周囲との円滑な
コミュニケーションを支援すること 

5 4 3 2 1 

Q7 支援員により、校外学習活動支援が促進されていますか 5 4 3 2 1 

 ➋「学習支援」合計点数 
                

/15 

 

➌生活支援 

Q8 

支援員により、校内日常生活動作における自立支援が促進されています

か 

校内日常生活動作における自立支援とは、実技教科での着替えやトイレ、食事、服
薬、移動、整理整頓、スケジュール管理等を含む校内での日常生活動作の自立を支
援すること 

5 4 3 2 1 

Q9 
支援員により、集団内役割における自立支援が促進されていますか 

集団内役割における自立支援とは、学級での係活動や清掃活動等での子どもの役割
遂行を支援すること 

5 4 3 2 1 

Q1

0 

支援員により、生活上の障害特性に対する本人及び周囲の子どもの理解

が促進されていますか 
5 4 3 2 1 

 ➌「生活支援」の合計点数 
                 

/15 

 

採点方法 合計点数は、➊＋➋＋➌の合計を２倍して 100点満点とする。 

備  考 
自治体や学校によっては、特別支援教育支援員の役割とされていない項目もありますが、そ
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